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北海道森林管理局森林整備保全事業 設計要領（林道事業）の制定について 

 

 

                                    

平 成 2 3 年 ３ 月 31 日 付 け 2 2 北 森 二 第 2 6 号 

                                   北海道森林管理局長から各森林管理署等の長あて 

                                〔最終改正〕令和８年９月 24 日８北森二第 34 号 

 

 「北海道森林管理局森林整備保全事業設計要領（林道事業）」を別紙のとおり定めたので、平

成２３年４月１日以降の発注に係る設計において、この要領に基づき適切に実施されたい。 
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Ⅰ  土 質 の 分 類 

 

土   質 分           類 

砂・砂質土 砂、砂質土、普通土、砂質ローム 

粘 性 土 
粘土、粘性土、シルト質ローム、砂質粘性土、火山灰質粘性土、有機質 

土、粘土質ローム 

礫 質 土 礫まじり土、砂利まじり土、礫 

岩塊・玉石 岩塊・玉石まじり土、破砕岩 

軟岩(Ⅰ) 

Ａ 

〇第３紀の岩石で固結程度が弱いもの、風化がはなはだしく、きわめて 

もろいもの 

〇指先ではなしうる程度のもので、亀裂間の間隔は 1～5センチメート 

ルぐらいのもの。 

Ｂ 

〇第３紀の岩石で固結程度が良好なもの、風化が相当進み、多少変色を 

伴い軽い打撃により容易に割り得るもの、離れ易いもの。亀裂間の間隔 

は 5～10センチメートル程度のもの。 

軟 岩 (Ⅱ) 

〇凝灰質で固結しているもの、風化は目にそって相当進んでいるもの、 

亀裂間の間隔は 10～30センチメートル程度で軽い打撃により離しうる 

程度､異質の岩が硬い互層をなしているもので、層面を楽に離しうるも

の｡ 

中 硬 岩 

〇石灰岩、多孔質安山岩のように特にち密でないが、相当の硬さを有す 

るもの。風化の程度があまり進んでいないもの、硬い岩石で間隔が 30

～50センチメートル程度の亀裂を有するもの。 

硬 岩 (Ⅰ) 

〇花崗岩は、結晶片岩など全く変化していないもの、亀裂の間隔は１メ 

ートル内外で相当密着しているもの、硬い良好な石材を取り得るような 

もの。 

硬 岩 (Ⅱ) 
〇けい岩、角岩などの石英質に富んだ岩質が硬いもの、風化していない 

新鮮な状態のもの、亀裂が少なくよく密着しているもの。 

 

(1) 砂･砂質土～岩塊・玉石の土質中に破砕を必要とする岩塊（径１ｍ程度以上）が混入している場

合は、当該岩塊を当該土質と区分して扱うものとする。 

 (2) 岩の硬度による判定は、地域の生成基岩、隣接する既設林道又は同一路線の既設区間に出現す

る岩の状況等から総合的に判断するものとする。 

 (3) 横断面図への岩の区分線の記入は、地表面において確認できるもの及び隣接する既設林道又は

同一路線の既設区間の状況等から想定できる程度のものとする。 

この場合、地勢等により区分される区間ごとに記入することとし、岩の出現している横断面の全

測点への適用や一断面のみの記入とならないように留意すること。 
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（参考）硬度判定資料 

岩   質 テストハンマーの反発度 

軟岩(Ⅰ)Ｂ 15～24 

軟 岩 (Ⅱ) 25～39 

中 硬 岩 40～59 

硬   岩 60 以上 

   テストハンマーの反発度は、岩質判定の補完資料であるから、単に反発度のみによることなく目

視調査（資料参照）を主体として、反発度及び作業の難易を参考にして岩質の判定をする。 

 

(4) 粒度による土の分類 

  ア 礫質土 

礫分（径 20㎜～75㎜の粗礫）の多い砂質土、礫分の多い粘性土。 

礫分が多いとは、切取面又は作業中での目視でほぼ満遍なく（全体的に 50％程度）礫が見られ

る土質。 

  イ 岩塊・玉石 

    粒径 75㎜以上の混入率が、おおむね 50％以上と判断され、かつ粒径が 20㎝以上の岩塊・玉石

が 30％程度混入しているもの。 

  ウ 軟岩（Ⅰ）Ａ 

    脆弱で緊結度に乏しく、バックホウ、ブルドーザで施工できるもの。 
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Ⅱ  土    工 

１ 除根等 

伐開及び除根は、施工の支障となる立木、笹、雑草、根株等をあらかじめ伐除して除去すること

をいい、以下の区分、区域等によることとする。 

 

  (１)適用区分 

  ア 除根 

区    分 除   根   区   分 

疎    林 立木蓄積が 30ｍ３／ha 以上、60ｍ３／ha未満の場合 

中    林 立木蓄積が 60ｍ３／ha 以上、90ｍ３／ha未満の場合 

密    林 立木蓄積が 90ｍ３／ha 以上の場合 

   備考１ 下記の場合には、原則として計上しない。 

       路床仕上げ面で路盤工等の支障とならない場合。 

       根株がおおむね 30cm以下で、切取作業中に必然的に除根される場合。 

       除根により法面の安定が阻害される場合。 

 

イ 枝条片付 

(ｱ) 枝条片付１種 

枝条が重なっていて人が枝条の間を歩くのがやや困難な状態の場合で、目安として立木蓄

積が森林調査簿等によりｈａ当たり100ｍ３以上200ｍ３未満の場合 

(ｲ) 枝条片付２種 

枝条が重なっていて枝条を片付けないと人が歩けない状態の場合で、目安として立木蓄積

が森林調査簿等によりｈａ当たり200ｍ３以上の場合 

ウ 伐倒 

支障木の処理は、事前に収去することを原則とし、具体的には（「林道工事に係る工事支障 

木を事前に立木販売する際の取扱いについて」（令和元年 10月 24日付け事務連絡）による） 

により取り扱うこととする。 

なお、現地の実情からやむを得ず売払不能の立木を請負工事に含めて処理する場合、新設

工事においては、工事を発注する森林管理署において事業実施の実績がある林業事業体（素

材生産事業の受注者及び立木販売の買受者等）から見積りを徴収して行うこととする。

（「森林整備保全事業等における積算方法等に関する試行について」（令和３年１月15日付

け事務連絡）による）また、その他の工事においては、「伐倒処理費」（「森林整備保全事

業設計積算要領（林道事業）」の１０－共通仮設費－２（１））により行うこととする。
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(2) 区域 

ア 伐開等の区域 

伐開等の区域は、伐開、除根、枝条片付、伐倒を行う区域をいい、次のとおり取り扱うこと

とする。 

① 路線にあっては、各測点における切取法頭及び土法尻からそれぞれ水平距離で2.0ｍの余裕

を見込んだ区域 

ただし、路面が切取りのみにより構築される場合は、山側は地山との接点から、川側は路

肩から、盛土のみにより構築される場合は、山側は地山との接点又は山側法尻から、川側は

法尻からそれぞれ水平距離で2.0ｍの余裕を見込んだ区域 

なお、伐開等の区域内に存する作業道跡、草地等であって伐開、除根、枝条片付、伐倒の

行為を必要としない場合の区域面積は、対象区域面積から除外 

② 残土処理場にあっては、路体に腹付処理する場合は上記①の盛土に準ずることとし、単独

で設ける場合は残土処理場の最大外縁から水平距離で2.0ｍの余裕を見込んだ区域 

③ 構造物設置箇所にあっては、床掘の最大外縁に1.0ｍの余裕を見込んだ区域 

ただし、アンカー等で部分的に点在する区域は除く 

④ 橋梁にあっては、橋台は上記③に準ずることとし、架設施設部は橋下となる区域 

イ 除根の範囲 

除根を行う範囲は、原則として、切土箇所にあっては法頭部まで、盛土箇所にあっては路面

総幅員内で施工基面下0.5ｍ以内（アスファルト舗装の場合は1.0ｍ以内）であって、締固めに

支障が生じる範囲とする。 

ウ  枝条片付の範囲 

伐開等の区域内とする。 

  

(3) 枝条、掘り取り根株等の処理方法 

伐開により生じた枝条、掘り取り根株等は、原則として当該工事実施路線沿線の盛土法尻等で安 

全な集積処理が可能な箇所をあらかじめ指定したうえで整然と集積する等により処理することと

し、これが不可能な場合には、産業廃棄物処理場等に運搬処理することとする。 

なお、枝条、掘り取り根株等を安定した状態で処理できない場合には、必要に応じて杭及び柵等

により安定を確保することとする。 

 

 (4) 数量の算出 

ア 植生の伐開数量 

植生の伐開数量は、伐開区域内の測点を基準とし、植生の適用区分ごとの数量を計算するこ

ととする。 

イ 除根の数量 

除根の数量は、伐開区域内の測点を基準とし、除根の適用区分ごとの面積を計算することと

する。 

ウ 枝条片付の数量 

枝条片付の数量は、伐開区域内の測点を基準とし、枝条片付の適用区分ごとの面積を計算す

ることとする。 

なお、人工林における枝条片付は、枝条率が高いことから森林調査簿等による蓄積が100ｍ2未

満であっても、枝条片付１種を適用することとする。
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２ 機械掘削及び積込 

(1) 土工方式の区分 

土質区分・作業種及び作業機械等に応じ下表のとおりとする｡ 

土工方式は、地山の傾斜のみの考えだけでなく、林地保全上の配慮も考慮する必要があること

から下表の土工方式によることを標準とする｡ 

 

土質区分 
地 山 処 理 地山／ルーズ処理 

作 業 種 作 業 機 械 作 業 種 作 業 機 械 

軟岩(Ⅰ)Ｂ・ 

軟岩(Ⅱ)・ 

中硬岩 

硬岩(Ⅰ)(Ⅱ) 

掘  削 ブレーカ 積込・運搬 バックホウ＋不整地運搬車 

又はダンプトラック 

軟岩(Ⅰ)Ａ 

土砂 

バックホウ 

 

(2) 適用機種 

  適用機種は｢森林整備保全事業標準歩掛｣（平成 11年４月１日付け 11林整計第 133号）に基づき 

選択することとするが、標準機種は以下によることとする。 

 

  ア バックホウの規格 

排出ガス対策型・クローラ型山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3）級を標準とする。 

イ ダンプトラックの規格 

10t車を標準とする。ただし、現道を利用した工事の場合の小運搬は４ｔ車とすることがで 

きるものとする。 

ウ 不整地運搬車の規格 

７t車、２t車を標準とする。 

 

 (3) 盛土材料等を運搬する作業機械 

盛土材料及び残土を運搬する場合の作業機械については、ダンプトラック(10t車)とする｡ 

なお、工事区域内でダンプトラックが走行できない場合は次のいずれかによる比較検討を行う

こと。 

① 運搬路整備を施しダンプトラック運搬した場合と、運搬路未整備により不整地運搬車で運

搬した場合 

② 工事区域内において不整地運搬車による運搬を計画した場合で、工事区域外への運搬があ

る場合は、工事区域縁端でのダンプへの積み替え等を行い運搬する場合と、不整地運搬車に

より工事区域外への一連の運搬を行う場合。 

 

(4) 岩石掘削 

ア 施工形態 

施工形態は、掘削箇所の地形及び工事量等の現場条件等を十分考慮のうえ、オープンカット

及び片切に区分することとする。 
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① オープンカットとは、下図に示すような切取面が、水平若しくは緩傾斜をなすように施工

できる場合（目安として、切取幅が5ｍ以上で延長が20ｍ程度以上ある場合）とする。 

② 片切は、切土幅が５ｍ程度未満の場合とし、切土高が５ｍ程度以上となる部分は火薬併用

の機械掘削とする｡ 

ただし、次のいずれかに該当する場合は人力併用機械堀削とする。 

なお、火薬使用に当たっては、火薬取締法を遵守し、管理上必要な措置、火薬取扱資格者

等の配置を行うこととする。  

・ 施工箇所が人家、公共施設、林地、畑地、耕作地等に接し、火薬使用により岩石等が飛

散し被害を与えるおそれがある場合 

・ 施工箇所付近に養豚、養鶏、牧場その他畜産施設が所在し、爆音、その他により養畜業

に支障をおよぼすおそれのある場合、あるいは下流に養魚場が所在し、火薬成分の河川へ

の流出等により養魚に悪影響をおよぼすおそれのある場合 

・ 貴重又は重要な野生動物の生息地であって、爆音等によりその生態に影響をおよぼすお

それのある場合、あるいは貴重又は重要な野生植物の生育地に接し、岩石の飛散等により

影響をおよぼすおそれのある場合 

・ 名勝地あるいは景勝地が所在、あるいは登山等による一般者の入り込みの多い路線 
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  イ 掘削法 

施工形態 

土 質 
オープンカット 

片     切 

切土高≦５ｍ 切土高＞５ｍ 

軟岩(Ⅰ)Ｂ 

 

 

 

 

大型ブレーカ 

1,300 ㎏級 

600～800kg 級 

大型ブレーカ 

1,300 ㎏級 

600～800kg 級 

人力併用機械掘削 

軟岩(Ⅱ) 

中硬岩 

硬岩(Ⅰ)(Ⅱ) 

人力併用機械掘削 

火薬併用機械掘削 

  

 (5) 盛土工及び残土処理 

ア 適用機種 

施工土量 5,000ｍ3未満の林道工事の場合、敷ならしは後方超小旋回型・超低騒音型・排出ガス 

対策型（2014年規制）クローラ型山積 0.45ｍ3（平積 0.35ｍ3）を使用すること。  

締固めは、施工幅員 4.0ｍ以上は振動ローラ排出ガス対策型（第３次基準）搭乗式・コンバイ

ンド型３～４ｔ、施工幅員 2.5ｍ以上 4.0ｍ未満はハンドガイド式 0.5～0.6ｔを標準とする。た

だし、林道工事（施工土量 5,000ｍ3未満）を除く残土処理等の場合、敷ならし、締固めはブルド

ーザ排出ガス対策型（第２次基準値）11t級を標準とする。  

 

イ 盛土工の区分 

ａ 流用土盛土 

掘削してその土石類を同一ブロックに盛土するもの。 

ｂ 運搬盛土 

他ブロックから運搬した土石類で盛土するもの｡
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ｃ 採取土盛土 

土取場から採取した土石類を盛土するものをいうこととする｡ 

  ｄ 購入土盛土 

購入した土で盛土するもの。（裏込、埋戻しを含む） 

 

    

     ブロックの延長は、測点間の 20ｍとする。 

   

  ウ 盛土、埋戻し土以外への流用土 

路体構築のための切土により生じた土石類及び路側施設等の設置のための床掘により生じた

土石類のうち、盛土、埋戻し土以外の流用として、待避所、車廻し又は土場等（路体に接して

処理される残土のうち、施工基面高と同じ高さまで盛土され、施工基面高と同じ高さで横断方

向の幅が２ｍまでの腹付土砂及び施工基面高と同じ高さで横断方向の幅が２ｍ以上の土場等を

含む。以下「林業作業用施設」という｡）の作業ポイントに利用する土石類は、盛土に準じて取

り扱うこととする｡ 

なお、待避所、車廻し、林業作業用施設として流用する場合は、平面図、横断図を作成する

とともに、寸法、法勾配等を記載することとする。 

 

「林業作業用施設」 

ａ 幅２ｍ以下（腹付土砂） 
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ｂ 幅２ｍ以上（土場等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 エ 残土処理の区分 

残土は、掘削及び床掘により生じた土石類のうち、盛土、埋戻し土、待避所、車廻し又は林 

業作業用施設に利用しない土石類の全て（盛土不適土を含む。）をいう。 

処理の方法については、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 13 条 

及び第 31 条に規定する技術的基準（同法施行令及び同法施行規則の関係条項を含む。）、同法施 

行令第 20 条に規定する都道府県等の規則、盛土規制法の関連通知並びに盛土等防災マニュアル 

によることを基本とするが、次のことを参考に取り扱うこととする。 

 

保安林以外の場合 

・腹付残土として処理する場合は、盛高を施工基面より1.0m以上低い位置とする。 

・法面には、播種工を実施する。
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保安林内の場合 

・盛土高は1.5m未満とし、１箇所当たりの区域面積は0.2ha未満とする。 

・残土処理場の平坦部及び法面に植栽工を実施する。 

ただし、当該残土処理場が継続的に使用される場合には、当該残土処理場を使用した

最終年度に実施すること。 

   

 

a  運搬を伴わない残土処理 

残土を、同一ブロック内の指定した残土処理場に処理するもの｡ 

b 運搬による残土処理 

残土を、他ブロックの指定した残土処理場に運搬して処理するもの。 

   

オ 運用計画 

切土、盛土（林業用施設等に利用する土石類を含む。以下同じ。）及び残土処理の運用計画

は次によることとする。 

(ｱ) 基本事項 

切土及び盛土、残土処理は、設計段階から平面線形、縦断線形及び横断面を十分に検討

し、可能な限り最小限度の土工量となるよう計画することとする｡ 

特に、切土と盛土は、最小の土工量の中で均衡させ、残土として処理する量が極力少なく

なるよう留意するとともに、盛土にあっては、用いる土石の移動距離を極力短く、残土処理

にあっては、残土の移動距離を短くすることはもちろんのこと、土砂の流出等が発生しない

よう適切な処理場所の選定及び必要な対策を講じることとする。 

(ｲ) 切土 

切土は、可能な限り少なくなるよう次に留意して計画することとする｡ 
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① 切土により発生した土石の半分以上が残土処理しなければならない場合は、平面線形、

縦断線形及び横断面について再検討し、切土量全体の減少を図る｡ 

② 切土の工法は、現地の地質及び土質を十分に考慮し、最も適切な工法を選定する｡ 

(ｳ) 盛土 

盛土は、可能な限り土石の移動距離が短い流用盛土により計画することとし、運搬盛土及

び採取土盛土により行う場合は、次に留意して計画することとする 

① 運搬盛土における運搬距離は300ｍを限度とし、その範囲内で最小限の運搬距離となるよ

う検討する｡ 

② 採取土盛土における土石の採取場所は、運搬距離が最小限となるよう選定する｡ 

③ 土石の運搬方法は、第２章-Ⅱ-２-(３)によることとする。 

なお、待避所、車廻し又は林業用施設等に流用する場合は、平面図、横断図を作成する｡ 

(ｴ) 残土処理 

残土処理については、設計段階から処理量、方法、場所等について、次に留意して計画す

ることとする。 

① 残土は、可能な限り少量となるよう検討し、残土処理を行う場合にあっては、可能な限 

り土砂の移動距離が短くなるよう計画する｡ 

② 残土処理は、設計段階から土石の流失等が発生しない箇所、あるいは、簡易な土留工等 

の対策を行う等により適切に処理できる箇所等、残土処理に最も適した箇所を選定して行 

う｡ 

③ 残土処理場は、保安林等法令による制限の有無を把握しつつ適切に指定することとし、 

設計段階から残土処理場の位置図、処理量に合致した平面図及び横断面図を作成する｡ 

④ 残土処理における土石の移動距離は400ｍ程度を限度とし､その範囲内で最小限の移動距 

離となるよう検討する｡ 

⑤ 残土を運搬して処理する場合は、第２章-Ⅱ-２-（３）によることとする。 

 

カ 運用計画の修正 

(ｱ) 大規模な修正 

盛土及び残土処理について、当初計画に対し、切土量の著しい変化、盛土に用いる土石の

著しい不足、あるいは、残土処理量に著しい増減が生じた場合には、平面線形、縦断線形及

び横断面等の再検討並びに切土量、盛土量、残土処理量それぞれの増減及び残土処理箇所の

増減等により運用計画を修正することとする。 

なお、この場合の｢著しい｣とは、切土量、盛土量及び残土処理量それぞれの総量の30％を

超える増減をいうこととし、切土量、盛土量及び残土量のいずれかが該当した場合に適用す

るものとする。 

(ｲ) 小規模な修正 

盛土及び残土処理について、当初計画に対し次のいずれかに該当する切土、盛土、残土処

理量の増減が生じた場合には、切土量、盛土量、残土処理量それぞれの増減及び残土処理箇

所の増減等により運用計画を修正することとする。 

① 上記(ｱ)に該当しない掘削量の変化、盛土に用いる土石の不足、あるいは､残土処理量の増

減が生じた場合 

② 運搬盛土における土石の運搬距離が300ｍ程度を超えることとなった場合
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③ 残土処理における土石の移動距離が400ｍ程度を超えることとなった場合 

 

キ 土量計算 

盛土及び残土処理の土量は、地山土量と利用率の積を対象とし、次の土量の損失及び土量の

変化等を考慮して算出することとする｡ 

(ｱ)土量変化率 

① 切土の飛散、逸散による土量の損失量は、切土量に対する飛散量及び逸散量の割合を飛散

率、逸散率の合計で10％（飛散･逸散率（Ｓ））を見込む 

② 土量の変化は、次表の土量の変化率（Ｃ）を標準とする｡ 
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                               （林道技術指針） 

名              称 Ｌ Ｃ 

岩 又 は 石 硬    岩 1.65～2.00 1.30～1.50 

中  硬  岩 1.50～1.70 1.20～1.40 

軟     岩 1.30～1.70 1.00～1.30 

岩塊・玉石 1.10～1.20 0.95～1.05 

礫交じり 土 礫 1.10～1.20 0.85～1.05 

礫  質  土 1.10～1.30 0.85～1.00 

固結した礫質土 1.25～1.45 1.10～1.30 

砂 砂 1.10～1.20 0.85～0.95 

岩塊・玉石まじり砂 1.15～1.20 0.90～1.00 

普 通 土 砂  質  土 1.20～1.30 0.85～1.05 

岩塊・玉石まじり砂質土 1.40～1.45 0.90～1.00 

粘性土な ど 粘  性  土 1.20～1.45 0.85～0.95 

礫まじり粘性土 1.30～1.40 0.90～1.00 

岩塊・玉石まじり粘性土 1.40～1.45 0.90～1.00 

 

         Ｌ＝ 
ほぐした土量（ｍ３） 

地 山 の 土 量 （ ｍ ３ ）
      Ｃ＝ 

締固め後土量（ｍ３） 

地 山 の 土 量 （ ｍ ３ ） 
土量の変化率（Ｌ、Ｃ）の関係は下表のようになる。 

                            （林道技術基準の解説） 

 地山の土量 ほぐした土量 締固めた土量 

地 山 の 土 量 １ Ｌ Ｃ 

ほ ぐ し た 土 量 １／Ｌ １ Ｃ／Ｌ 

締 固 め た 土 量 １／Ｃ Ｌ／Ｃ １ 

  例えば、盛土不足土を購入する場合 

締固め後の数量で 100m3の砂質土（Ｌ=1.20、Ｃ=0.90）が必要とすると 

①購入土数量は、販売単価がほぐし状態か地山換算かで異なり、販売単価がほぐし状態あた

りの単価である場合  100×（1.20／0.90）＝133m3 

②運搬土量（地山土量）は、133×（１ ／1.20）＝111m3 

以上のようになる。 

③土量計算等に用いる土量の変化率（Ｌ）、（Ｃ）及び利用率（Ｃ′）は次表による。 

土  質 Ｌ値 Ｃ値 Ｃ′ 土  質 Ｌ値 Ｃ値 Ｃ′ 

砂・砂質土 1.20 0.90 0.81 軟岩(Ⅰ)Ｂ 1.30 1.15 1.04 

粘性土 1.25 0.90 0.81 軟岩(Ⅱ) 1.50 1.20 1.08 

礫質土 1.20 0.90 0.81 中硬岩 1.60 1.20 1.13 

岩塊・玉石 1.20 1.00 0.90 硬岩(Ⅰ) 1.65 1.40 1.26 

軟岩(Ⅰ)Ａ 1.20 1.00 0.90 硬岩(Ⅱ) 1.65 1.40 1.26 

     利用率(Ｃ′)＝(１－Ｓ)×Ｃ    Ｓ＝0.1
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(ｲ) 切土、盛土等の体積 

切土、盛土等の体積は、中心線杭（ナンバー杭、プラス杭、曲線杭）ごとに断面積を求

め、中心線杭間の断面積の平均に当該中心線杭間の距離を乗じて算出したものの総和とす

る。 

(ｳ) 単位等 

計算に用いる距離は、小数第２位を四捨五入し小数第１位止めとし、単位はｍとする。 

(ｴ) 曲線部の土量計算 

曲線部が次のような場合の土量計算は「Ⅲ 曲線部の土量計算」により、修正した単距離

を用いて行うこととする｡ 

① 交角が90度以上で、曲線半径が20ｍ未満の箇所 

② 上記以外の曲線で、土量が著しく相違すると認められる箇所 

「著しく相違する」とは、 

・ 沢渡り部と峰越し部が連続し複合曲線に類似する曲線の場合で、２点の交角の和が90

度以上あり、曲線半径が20ｍ未満の箇所 

・ 曲線部の盛土に腹付けする残土処理場で、距離が相当に変わると認められる箇所 

③ 切土又は盛土が零断面となる箇所及び土質の変位点となる箇所は、両断面積に比例按分

した方法で求めた距離を用いる。 

(ｵ) 利用量 

利用量は、土質ごとの地山体積に利用率を乗じて求めることとする。 

(ｶ) 余盛りの数量 

盛土及び路盤工における余盛りは、盛土及び路盤工の数量に加えないこととする。 

(ｷ) 盛土量から控除しない構造物の体積 

① 盛土内に埋設される径60㎝以下の管渠類の空立積及び体積3.0ｍ3以下の構造物の体積は、

土量から控除しない｡ 

② 断面積0.1㎡程度の斜面溝の容積は、土量から控除しない。 

 

ク 土量計算書集計表 

①       切土､盛土及び残土について、その内容を記載する｡ 

② 盛土及び残土の地山数量は、各土質別の集計量を土量の変化率（Ｃ）で除して求める｡ 

 

(6) 切土法面整形工 

ア 切土法面整形工の計画箇所 

切土法面整形工は、土質区分が砂・砂質土、粘性土、礫質土、岩塊、玉石、軟岩(Ⅰ)Ａに該

当する箇所に計画することとする｡ 

イ 面積計算 

切土法面整形面積の計算は次により行うこととする｡ 

① 設計段階においては、設計図に基づき算出する｡ 

切土法面整形箇所が上記(5)のカの(ｳ)に定める曲線部に該当する場合は、面積算出に用 

いる延長について曲線部の修正を行う。 

②  切土法面整形の出来型により面積を算出する場合は、実測結果に基づき変化点の平均断 

面等により算出する｡ 

③ 切土法面整形を行う箇所の土質区分が複数の場合は、土質区分ごとに面積を算出する。 
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ウ 施工方法 

施工方法は、機械による粗面仕上げを標準とする。 

 

(7) 盛土法面整形工及び残土法面整形工 

ア 盛土法面整形工及び残土法面整形工の方法 

     盛土法面整形工及び残土法面整形工の方法は次により行うこととする｡ 

(ｱ) 盛土法面整形工（路体に接する林業作業用施設がある場合を含む。） 

盛土法面は、原則として路体盛土完了後に所定の法勾配となるよう削り取り整形により行

うこととする。 

(ｲ) 残土法面整形工 

残土法面は、原則として突き固め程度により整形を行うこととする。 

また、残土処理箇所においては、植栽工を実施すること。 

ただし、当該残土処理場が継続的に使用される場合には、当該残土処理場を使用した最終

年度に植栽工を実施すること。 

    イ 盛土法面整形工及び残土法面整形工の面積計算 

        盛土法面整形工及び残土法面整形工の面積計算は次により行うこととする。 

(ｱ) 盛土法面整形工 

ａ 路体に接する林業作業用施設がない場合の盛土法面整形工 

① 設計段階においては、設計図に基づき算出する。 

盛土法面整形工の計画箇所が上記(5)のカの(ｴ)に定める曲線部に該当する場合は、面積算

出に用いる延長について曲線部の修正を行う｡ 

② 盛土法面整形工の出来形により面積を算出する場合は、実測結果に基づき変化点の平均断

面等により算出する。 

ｂ 路体に接する林業作業用施設がある場合の盛土法面整形工 

路体に接する林業作業用施設がある場合の盛土法面整形工は、次図に示す部分について面

積を算出することとする。 

なお、設計段階及び出来形により面積を算出する際の方法は、上記(ｱ)に準ずることとす

る。 

       

ｃ 路体に接して残土処理を行う場合の盛土法面整形工 

路体に接して残土処理を行う場合の盛土法面整形工は、次図に示す部分について面積を算

出することとする。 

なお、設計段階及び出来形により面積を算出する際の方法は、上記(ｱ)に準じることとす

る。
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   (ｲ) 残土法面整形工 

ａ 路体に接しないで残土処理を行う場合の残土法面整形工 

①  設計段階においては、設計図に基づき算出する。 

残土法面整形工を計画する法面が上記(5)のカの(ｴ)に定める曲線部に相当する場合は、面

積算出に用いる延長について曲線部の修正を行う｡ 

② 残土法面整形工の出来形により面積を算出する場合は、実測結果に基づき変化点の平均断

面等により算出する。 

     

    ｂ 路体に接して残土処理を行う場合の残土法面整形工 

路体に接して残土処理を行う場合の残土法面整形工は、次図に示す部分について面積を算

出することとする。 

なお、設計段階及び出来形により面積を算出する際の方法は、上記(ｱ)に準ずることとす

る。 

      

 (8) 盛土法面仕上工及び残土法面仕上工 

盛土法面仕上工及び残土法面仕上工の面積計算は次により行うこととする。 
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① 盛土法面仕上工及び残土法面仕上工の面積は、それぞれ盛土法面整形工及び残土法面整形工

を行う法面のうち、播種工を伴う部分の面積とする。 

② 盛土法面仕上工及び残土法面仕上工の面積は、設計段階においては、設計図に基づき算出す

る。 

盛土法面仕上工及び残土法面仕上工の計画箇所が、上記(5)のカの(ｴ)に定める曲線部に該当

する場合は、面積算出に用いる延長について曲線部の修正を行う｡ 

③ 盛土法面仕上工及び残土法面仕上工の出来形により面積を算出する場合は、実測結果に基づ

き変化点の平均断面等により算出する。 

 

(9) 崩 土 

ア  崩土の定義 

崩土とは林道等の上方から林道等に崩落して堆積している土石類、あるいは岩石類をい 

う。 

イ 崩土の利用及び除去 

(ｱ)崩土の利用 

崩土のうち、土質や含水状況が良好なものについては、盛土、路盤材あるいは林業用施設等

の材料として利用することとする。 

崩土利用の運搬に当たっては、第2章Ⅱ-2-(5)-ア及びイに定める盛土（盛土の分類、流用

土）、第３章Ⅰ-2に定める路盤材料に準じて取り扱うこととし、土工計画は切土量・盛土量、

あるいは路盤工数量等と総合的に検討することとする。 

崩土を盛土等に利用する場合の数量は、崩土がルーズな状態であるため、切土等と同様に平

均断面法を用いてルーズな状態の数量を算出し、次式により地山換算を行った数量を用いるこ

ととする。 

なお、土量の変化率は、盛土、流用土として利用する場合は、砂・砂質土、路盤に利用する

場合は礫質土をもちいることとする。 

   

        盛土数量、路盤体積、流用土数量 ＝ 崩 土 × １／Ｌ 

            （地山換算）                （ルーズ） 

(ｲ)崩土の除去 

崩土のうち、盛土、路盤あるいは流用土の材料として利用されないものについては、第2章Ⅱ-

2-(5)ウに定める残土に準じて取扱うこととする。 

この場合、崩土を路体に腹付処理するものを腹付崩土、運搬して処理するものを運搬崩土とし

て取り扱うこととし、数量の算出に当たっては、上記(ｱ)の式を用い、土量の変化率は土質によ

り砂・砂質土又は礫質土に区分して適用することとする。  

 

(10) 側 溝 

ア 計画 

①  側溝は、原則として土構造とし、設計段階において現地の地形、湧水等の状況に適応する

よう適切に計画する｡ 

②  湧水や地表水の流出が著しく、土構造による側溝では不適切と判断される場合は、コンク 

リートフリューム等により計画する｡ 

③ 普通側溝及び大側溝の断面形状、寸法は林道標準図に示すものを標準とするが、湧水や貯
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留水等の状況から林道標準図により難い場合は、現地に適応する断面で計画する｡ 

④ 側溝の切取法勾配は、土石類は８分、軟岩(Ⅰ)Ａは５分、その他の岩石類は３分を標準と

する｡ 

⑤ 土構造であって林道標準図を適用しない断面で計画する場合の最小底幅は0.8ｍとする｡ 

この場合、断面形状、寸法及び法勾配を作工図に明示する｡ 

    イ 数量計算 

① 数量は、中心線の延長で表す。 

② 単位はｍとし、数量は小数第２位を四捨五入し小数第１位止めとする｡ 

③ 林道標準図にない断面形状の側溝の数量は、中心線の延長及び体積（体積は土構造の側溝

のみに適用する。）で表す。 

 

(11) 掻均し 

ア 計画 

① 切土及び盛土の総数量の平均が、1ｍ当たり2ｍ3程度となる延長が100ｍ以上連続している

箇所について適用することができる。 

② 掻均しを計画する場合は、平面図及び縦断面図に該当区間を明示する｡ 

イ 数量計算 

① 全幅員が3.6ｍの林道において掻均しを行う場合の掻均し幅は4.7ｍとし､延長１ｍ当たり4.

7㎡で計算する。 

② 掻き均しは施工延長で積算することとし、小数第１位を四捨五入し、単位止めとする。 

また、単位はｍとする。 

 

(12) 不陸均し 

ア 計画 

① 堅固な地盤の既設作業道を活用して林道の開設又は改良を行う場合で、土工量の数量を切

土又は盛土として計上することが不可能な箇所（表面の凹凸や轍等の不陸な状態を均す程度

の土工）について計画する。 

② 不陸均しを計画する場合は、平面図及び縦断面図に該当区間を明示する｡ 

イ 数量計算 

不陸均しは、施工延長で算出することとし、小数第１位を四捨五入し、単位止めとする。 

また、単位はｍとする。 

 

３ 流木除去 

災害復旧工事により横断排水施設、護岸を兼ねた擁壁、渓流に接し又は接近した箇所の路体の復

旧を行う場合であって、当該災害復旧箇所に異常な量の流木が堆積しており、これを除去する必要

がある場合には次により流木除去を計画することとする。 

 

(1) 流木除去の条件 

流木除去は、除去する必要のある流木の堆積状況等が災害復旧箇所ごと（１工事において複数

の工区が存在する場合は１工区ごと）に次の条件の全てに該当する場合に計画することとする。 

① 流木の胸高直径の平均が20㎝以上であること 

② 堆積状況が流出土砂と渾然となっていないこと 
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③ 概ね不整地運搬車１台分以上の流木の堆積量があること 

 

(2) 流木除去の方法 

流木除去は、流木の切断、集積・積込、運搬及び整理・集積を組み合わせて次により計画する

こととする。 

ア 流木の切断 

流木は、運搬するダンプトラック又は不整地運搬車に積載可能な長さに切断することとし、

切断する長さはそれぞれ次のとおりとする。 

① ダンプトラックで運搬する場合は５ｍ程度 

② 不整地運搬車で運搬する場合は３ｍ程度 

イ 集積・積込 

集積・積込は、切断等された流木を掴み装置付のバックホウにより積込みやすいように集積

するとともに、ダンプトラック又は不整地運搬車に積込むこととする。 

この場合のバックホウは、ベースマシーンをクローラ型山積0.8ｍ3級とする。 

ウ 運搬 

運搬は、不整地運搬車及びダンプトラックにより行うこととし、適用の区分は次によること

とする。 

① ダンプトラックによる運搬は、産業廃棄物処理場への運搬又は流木を林内等に集積処理す

るための運搬距離が300ｍ程度を超える場合に適用する。 

② 不整地運搬車による運搬は、流木の集積・積込箇所にダンプトラックが乗り入れられない

ため集積・積込箇所からダンプトラックの乗り入れが可能な箇所までの運搬又は流木を林内

等に集積処理するための運搬距離が300ｍ程度未満の場合に適用する。 

③ 流木を林内に集積処理するための運搬であって、ダンプトラックと不整地運搬車の適用を

運搬距離によって決定し難い場合には、それぞれの運搬方法による経済比較、運搬路の支持

力等の条件によって総合的に判断して決定する。 

エ 整理・集積 

整理・集積は、林内の集積処理箇所に運搬された流木を掴み装置付のバックホウにより流出

あるいは転動等しないように安全な状態で集積処理することとする。 

この場合のバックホウは、ベースマシーンをクローラ型山積0.8ｍ3級とする。 

 

(3) 数量 

数量は、次によることとする。 

ア 流木の切断 

堆積している流木の体積20ｍ３に切断する必要のある流木が１本程度存在するものとして、 

次の式により求めることとする。 

この場合、単位は本、数量は小数以下第１位を四捨五入して単位止めすることとする。 

本数（本）＝（１本／20ｍ３当たり）×流木の体積（ｍ３） 

このとき、流木の体積は、 

流木の体積＝見かけの体積（ｍ３）－見かけの体積×空隙率 

空 隙 率＝0.15
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見かけの体積＝流木の堆積状況から概ね把握できる体積 
 

イ  集積・積込及び整理・集積 

集積・積込及び整理・集積の数量は流木の体積とし、数量の算出は上記アの｢流木の体積｣算

出式により求めることとする。 

この場合数量の単位はｍ３とし、数量は小数第２位を四捨五入して小数第１位止めする。 

ウ 運搬 

運搬距離は、運搬方法と流木の処分箇所により次によることとする。 

① 流木の処理を行う箇所が産業廃棄物処分場である場合は、流木の集積・積込箇所から最も

近い産業廃棄物処分場までの距離を粁程図により算出することとし、単位は㎞、距離は小数

第１位止めする。 

② 流木の処理を行う箇所が産業廃棄物処分場であって、流木の集積・積込箇所にダンプトラ

ックの乗り入れが不可能な場合は、ダンプトラックの乗り入れ可能な箇所まで不整地運搬車

による運搬を行うこととし、不整地運搬車による運搬距離とダンプトラックによる運搬距離

を算出する。 

この場合、ダンプトラックの運搬距離は上記①に準じて算出する。また、不整地運搬車の

運搬距離は集積・積込箇所からダンプトラックの乗り入れ可能な箇所までの距離とし、単位

はｍ、距離は単位止めする。 

③ 流木を林内等に集積処理するためダンプトラック又は不整地運搬車により運搬する場合の

運搬距離は、集積・積込箇所から整理・集積箇所までの距離とし、単位はｍ、距離は単位止

めする。 

④ 流木を林内等に集積処理するためダンプトラックにより運搬する場合であって、流木の集

積・積込箇所にダンプトラックの乗り入れが不可能な場合は、ダンプトラックの乗り入れ可

能な箇所まで不整地運搬車による運搬を行うこととし、不整地運搬車による運搬距離とダン

プトラックによる運搬距離を算出する。 

この場合、ダンプトラック及び不整地運搬車の運搬距離は、上記②に準じて算出する。 
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Ⅲ 曲線部の土量計算 

１ 修正距離を適用する曲線部 

曲線部がⅡの２の(5)のカの(ｴ)の「曲線部の土量計算」に該当する曲線である場合は、原則とし

て単距離を修正して土量計算を行うこととする。 

 

２ 計算方法 

（１）修正距離の計算 

下図において断面の重心が中心線から±Ｘだけ変位するときの修正距離は、次式により求める  

こととする。 

① －Ｘだけ変位する場合：＝（Ｒ－Ｘ）×ｍ÷Ｒ 

② ＋Ｘだけ変位する場合：Ｌ＝（Ｒ＋Ｘ）×ｍ÷Ｒ 

  

                         

(2) 土量の計算 

土量の計算は次式により行うこととする。 

          （Ｐ＋Ｐｎ)÷２×ℓ又はＬ 

               このとき 

                  Ｐ ：断面積 

                  Ｐｎ：断面積 

この場合の変位距離Ｘは、断面積Ｐ及びＰｎの平均値とし、小数第２位を四捨五入して小数

第１位止めとすることとする。 

 

(3) 重心の求め方 

重心は切土、盛土、残土ごとに区分し、それぞれ 1/2断面積法により求めることとする。 

〔例〕 

該当する横断面図に概ね見当で図心を仮定し、垂線で２分し片側の面積が 1／2となる垂線

を図心線とする。 

総断面積＝Ａ、ａ＝Ａ／２ 例えばＡ＝６８㎡の場合ａ＝３４㎡となればよい。まず、最初に

見当をつけて垂線で 2 分し、ａを求めたところ３０㎡となった。この場合あと４㎡だけ移動さ

せればよいので、その最初の垂線の長さから移動させる程度が分かる。 

垂線高が３ｍであれば４㎡÷３ｍ＝1.3ｍとなり、1.3ｍ移動すれば求めるＡ/2の線となる。

Ｒ：曲線半径 

    ｍ：曲線半径Ｒに対する距離 

       ＋Ｘ：中心線から外側の変移距離 

       －Ｘ：中心線から内側の変移距離 

         ：－Ｘに対する修正距離 

         Ｌ：＋Ｘに対する修正距離 



 

-61- 

                         

 

 

                          

 

 

注 1 この方法はあくまで簡便法の 1例であり、

実際の重心との誤差は±0.5ｍ以下と考えら

れる。 

   なお、図形によってその誤差の変位する 

  方向が異なるのでこの点について若干補正 

   する。 

  2 不規則な断面は求めやすい三角形、矩形、 

  平行四辺形に補正して求める。 

 

 

 

注 Ｇが円心に対して 

中心線から外側を(＋)、内側を(－) 

              ｍ：測点間の距離 

               Ｘ ：平均変位距離 
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Ⅰ  路  盤  工 

 

１ 路盤工の仕様等 

路盤工の仕様等は次によることとする｡ 

(1)  路盤工の区分 

路盤工は、上層路盤と下層路盤に区分し、路盤厚が 20 ㎝以下の場合は上層路盤のみとし、20 ㎝

を超える場合は 10㎝を上層路盤、残余を下層路盤とする。ただし、路床が岩石である場合は、原則

として路盤工を設けないが、岩盤等に強風化、節理の発達等がみられ、交通荷重の支持力が十分に

得られないと判断される場合は、当該箇所を 10㎝程度除去して路盤工を設置するものとする。 

   また、岩盤等に強風化、節理の発達等は見られないものの、逆目による凹凸等があり、車輪の損

傷等が想定される場合には、その状況に応じて路床上に 5～10㎝程度の敷砂利を行うものとする。 

(2)  路盤工の範囲 

   路盤工を設置する範囲は、車道、待避所及び車廻し、林業作業用施設において、交通荷重のかかる

部分とする。 

(3) 路盤工の設置位置 

   路盤工（上層路盤、下層路盤）は、施工基面以下に設置する。 

(4) 路盤厚 

林道における路盤厚は、10 ㎝、20 ㎝、25cm、30 ㎝を標準とし、隣接する既設林道や既開設区間

等の実態を勘案して決定することとする｡ 

林業専用道においては、20㎝を標準とすることとする。 

また、林道において路盤厚を決定する際に隣接する既設林道や既開設区間等の参考となるものが

ない場合、既設林道等の路床土との差異が大きく参考とすることが不適切な場合等であって、当該

箇所の路床土の種類から路床土の強度特性により路盤厚を決定する場合は、次表の路床土の強度特

性により決定することとする｡ 

更に、路床土の状況から次表により難い場合は、別途簡易なコーン貫入試験等の調査（路床支持

力の調査方法参照）により求めた路床土の強度特性により定めることとする｡ 

この場合、路床土の強度特性によって路盤厚を求める式は次によることとする｡ 

 

             Ｈ ＝ 
45 

Ｃ 0.5 
ここに、  Ｈ＝路盤厚（㎝）   Ｃ＝路床土のＣＢＲ（％） 

 

調査の結果、30㎝を超える路盤厚が必要と判断される場合には、路盤の安定処理工等の工法と比較

検討し、経済的かつ効果的な工法を採用することとする｡ 
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路床土の種類 ＣＢＲ（％） 

シルト、粘土分が多く、含水比の高い土 

（含水比の高い火山灰質粘性土、粘性土等） 
３以下 

 シルト、粘土分が多く、含水比の比較的低い土 

 （含水比のあまり高くない火山灰質粘性土 
３～５ 

 砂質土、粘性土等 ３～７ 

 含水比の低い砂質土、粘性土質 ７～15 

 礫、礫質土等 ７～15 

 粒土分布の良い砂等 10～30 

     注） ＣＢＲの上限値は切土、下限値は盛土を標準とする。 

 

２ 路盤材料 

路盤の材料は、切土等で発生した岩砕、礫、砂及び既存のコンクリート施設等の取り壊しにより発

生する資材（以下「現地発生材」）等の活用を図るものとするが、適材が得られない場合には、クラ

ッシャラン、切込砂利等を用いることとする｡ 

     

現場発生材の活用に当たっては、適当な土取場がない場合であって、本線施工区間において適当な

材料の確保が可能な場合には、本線の追切りによって採取できることとする。 

     

(1) 再生骨材を用いる場合の留意事項 

当該地域における供給実態、品質、切込砕石との経済比較等により総合的な検討を行うこと。た

だし、再生骨材を路盤材として使用することにより事業の実施に支障が考えられる場合には使用の

見合わせを検討すること。また、使用箇所についての特段の定めはないが、原則、国立公園・国定

公園等自然公園法の適用となる地域での使用には配慮すること。 

路盤材として使用する場合には、下層路盤材として使用し、上層路盤材には新材（バージン材）

を使用すること。 

(2) 現場発生材を用いる場合の留意事項 

ア 共通 

① 現場発生材が良質な場合は、切込砕石に優先して活用する｡ 

この場合、既存のコンクリート施設等の取り壊しにより発生する資材の活用に当たっては、

再生骨材を用いる場合と同様に品質等に留意するとともに、路盤材料としての所定の寸法（下

記③及び④）まで破砕して活用する｡ 

② 路盤材には、頁岩や砂岩等で風化の進んだ現場発生材は使用しない｡ 

③ 下層路盤に用いる材料の最大粒径は、15㎝程度を標準とする｡ 

④ 上層路盤には細粒の材料を用いるものとし、最大粒径は８㎝以下を標準とする｡ 

⑤ 材料の採取及び積み込みは、原則としてバックホウ（平積 0.6㎥）とする。 

⑥ 材料の運搬は、原則としてダンプトラック（10ｔ）とするが、必要に応じて不整地運搬車と

経済比較を行う｡ 

イ 土取場を指定する場合 

     ① 土取場の切取法勾配は、本線の切取法勾配に準じて取り扱う｡ 

② 施工途中において土取場を指定する場合であって、当該箇所が保安林等の法令制限を受けて
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いる場合は、必要な手続きを行う｡ 

ウ 本線の追い切りによって路盤材料を採取する場合 

① 追切りは、箇所を指定して行う｡ 

② 追切りにより幅員が拡幅される箇所は、原則として待避所、車廻し、林業用施設等として

活用することとし、平面図、横断図に寸法等を記載する｡ 

③ 施工途中において追切りを計画する場合であって、当該箇所が保安林等の法令制限を受けて

いる場合は、必要な手続きを行う｡ 

④ 切取法勾配は、本線の切取法勾配を適用する｡ 

 

３ 路盤の施工方法等 

路盤は、原則として路面水の路体への浸透及び路面水の流下による路面の浸食を抑制するよう下層

路盤、上層路盤ごとに敷均し及び転圧を行うこととする｡ 

なお、設計に当たっては次に留意して行うこととする｡ 

(1) 敷均し 

敷均しは、原則としてバックホウ後方超小旋回型・超低騒音型・排出ガス対策型（2014年規制）

クローラ型山積 0.45ｍ3（平積 0.35ｍ3）を標準とすることとする｡ 

(2) 締固め 

締固めは、原則として振動ローラ 搭乗・コンバインド式 3～4ｔによることとする｡ 

(3) 小運搬 

地盤が軟弱、車廻しがない等ダンプトラックで運搬できない箇所については小運搬を見込むこと

ができる。なお、小運搬延長については、砂利堆積箇所（資材置場）からの距離と数量により加重

平均した延長とする。 

砂利堆積箇所（資材置場）については、入札公告の位置図等に明示する。 

 

(4) 設計説明 

路盤材料の品質区分、規格寸法、採取場所、運搬方法、敷均し及び締固め等の設計内容について

は、設計説明書に明記することとする｡ 

 

４ 路床内法仕上工 

路床内法仕上げを設ける箇所及び寸法等は次によることとする｡ 

(1)  設置箇所 

路床内法仕上げは、次の全てに該当する箇所に設けることとする｡ 

① 路床が岩以外の箇所 

② 路盤工（上層・下層）を設ける箇所 

③ 未成工事とならない箇所 

(2) 寸法 

路床内法仕上げの高さは 20㎝を標準とすることとする｡ 

延長は、中心線の延長とする。 
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５ 路床暗渠工 

   路床暗渠工は、次により計画することとする。 

(1) 設置条件 

    路床暗渠工は、次の全てに該当する場合に設けることとする。 

   ① 路床が岩以外である場合 

  ② 路盤工（上層・下層）を設ける場合 

(2) 設置位置等 

    路床暗渠工の設置位置等は、次によることとする。 

  ① 路床暗渠工の設置位置は、中心線延長 60m毎の間隔を目安とし、縦断勾配の凹型変移点のほか、

浅層の地下水や周辺からの浸透水等を考慮のうえ必要な箇所に設置する。 

②  地山ではなく盛土法面へ排水する場合は、排水により盛土法面が洗掘されるため、植生土のう

工等により安定した地山へ導水する。 

  ③ 木製路面排水工と同一箇所へ設置しても良いが、開渠と同一箇所には設けない。 

(3) 材料 

   フィルター材は、路盤材と同一とする。 

(4) 設計図等 

   構造図の作成は不要とする。（標準図を設計図書に添付する） 

   横断図を利用する等して数量計算図を作成する。 

(5) 数量 

   数量計算図に基づき、箇所毎のフィルター材料（m3）、路床暗渠の床掘（m3）、埋戻し（m3）、

植生土のう工の床掘（m3）、植生土のう工（袋）の各数量を算出のうえ集計する。 

(6) 標準図 

   林道標準図（Ⅰ土工－７路盤工－（２）路床暗渠工）のとおりとする。 

(7) 工事施工時 

   設計で計画した路床暗渠工の施工箇所が適地であるか、施工前に現場代理人と確認し、必要であ

れば位置の変更や箇所の増減を行うこと。 

 

６ 数量計算 

路盤工の設計数量は路盤体積で表すこととし、上層路盤、下層路盤ごとに区分して算出すること

とする｡ 

(1) 購入材料 (切込砕石) 

必携 第３編林道 第１ 舗装工 1-2  砂利路盤工（機械）５敷砂利の使用量を適用し算出する。 

 

(2) 現場発生材のうち岩石残土を活用する場合 

岩石残土の活用を計画する場合は、土量計算書において岩石残土が生じている各測点（桝入れ計

算の場合 20ｍ）の岩石残土量を流用することとし、 礫質土の利用率Ｃ’(0.81)を用いて次式によ

り必要量を確保することとする。 

路盤材採取量 ＝ 路盤体積 × ｛ １／Ｃ’ ｝ 
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(3) 追切りにより路盤材を採取 

ア  工事区内において計画する場合 

① 本線の土石類（ａ）、岩石（ｂ）及び追切り箇所の土石類（ｃ）、岩石（ｄ）は、それぞれに数

量を算出し、追切り箇所の土石類（ｃ）及び岩石（ｄ）の数量は、本線の切取量に合算する。 

② 追切りによる路盤材の採取量は、礫質土の利用率（Ｃ’）を用い、算出式は前記(2)に準じること

とする。 

イ 工事区間外（工事路線の既設区間及び他路線）において計画する場合 

① 追切り箇所の土石類（ｃ）及び岩石（ｄ）は、それぞれごとに数量を算出する。 

② 追切り箇所の土石類（ｃ）及び岩石（ｄ）の数量は、工事区間内本線の切取数量とは別に算出す

る。 

③ 追切り箇所の土石（ｃ）の数量は、土取場から採取する盛土用土石に優先して盛土材料として計 

算する。 

④ 追切りによる路盤材の採取料は、上記ア②に準じる。 
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１ 本線、待避所                                                

                                                 （m3／単位当たり）    

名     称 単   位 
上  層 下 層 

10㎝ 20㎝ 20㎝ 

本線（車道幅員 3.0m） １mあたり 0.30 0.60 0.60 

待 避 所 １箇所当たり 7.50 15.00 15.00 

待避所（林業専用道） １箇所当たり 5.10 10.20 10.20 

車 廻 し １カ所当たり 14.00 28.00 28.00 

 

２ 曲線拡幅部     

                                                                   （m3／単位当たり）  

           半 径 

 

名 称     敷 厚 

12 15 18 20 25 30 35 40 45 

拡 幅 部 

(ｍ当り) 

５㎝ 0.09 0.07 0.07 0.06 0.05 0.04 0.02 0.02 0.01 

10㎝ 0.18 0.15 0.13 0.11 0.09 0.07 0.05 0.05 0.02 

20㎝ 0.35 0.29 0.26 0.22 0.18 0.14 0.10 0.10 0.05 

取 付 部 

( 箇 所 当

り) 

５㎝ 0.54 0.43 0.37 0.31 0.25 0.19 0.12 0.12 0.06 

10㎝ 1.09 0.85 0.73 0.61 0.49 0.37 0.25 0.25 0.12 

20㎝ 2.17 1.70 1.47 1.23 0.99 0.74 0.50 0.50 0.25 

     備考  1 拡幅部の単位量は、中心曲線長１ｍ当たり。                                   

           2 取付部の単位量は、片側１箇所当たり。     

 

３ 取付比率換算表 

  

  

Ｌ ｉ Ｌ ｉ Ｌ ｉ Ｌ ｉ 

0～0.2 0 3.4～4.1 0.6 0～2.0 0 7.5～8.0 0.6 

0.3～0.7 0.1 4.2～5.0 0.7 2.1～3.8 0.1 8.1～8.6 0.7 

0.8～1.3 0.2 5.1～6.1 0.8 3.9～5.0 0.2 8.7～9.2 0.8 

1.4～1.9 0.3 6.2～7.8 0.9 5.1～5.9 0.3 9.3～9.7 0.9 

2.0～2.5 0.4 7.9～

10.0 

1.0 6.0～6.7 0.4 9.8～

10.0 

1.0 

2.6～3.3 0.5   6.8～7.4 0.5   

Ⅱ  路盤工の単位当たり数量 
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（参考） 路盤支持力の調査方法 

 

路盤工は、交通荷重を直接支持し、切土､盛土等の路床に広く分布伝達して、安全かつ安定した路面を

形成するために重要であるが、林道開設工事等においては経費的に占める割合が大きいため、安全性と

経済性の両面から路盤厚を検討する必要がある。 

路盤厚は、隣接する既設林道や既開設区間等の実態を勘案しての決定や、隣接に既設林道がなく参照

できない場合等に当該箇所の路床土の種類から路床土の強度特性により路盤厚を決定するなどにより

行っている。 

しかし、前述のいずれにもより難く、現地において路床の強度特性を調査して路盤厚を決定する必要

がある場合には、以下の方法により調査を行うことが望ましい。 

 

１ 一般的事項 

調査は、少なくとも二日前以内に降雨、降霜等がない日を設定する。 

 

２ 測定方法 

(1)  簡易球体落下ＣＢＲ器使用の場合 

①  測定は 20ｍごとに下図断面の位置において行う。 

  

②  測定は、3～5㎝程度掘り起してコテ等により平滑に仕上げた供試面に測定器を設置し、 

球体落下により生じた窪みの直径（Ｄ）をスケールで直接測定して行う。 

 

(2）コーンペネトロメータ使用の場合 

① 測定箇所は、簡易球体落下ＣＢＲ器と同じ箇所において行う。 

②  測定は、2～4㎝程度路床土を取り除き、路床に測定器を垂直に差し込んで行う｡ 

③  測定値は、ダイヤルゲージからコーン支持力を読み取る。 

 

(3）ダンプトラック空車使用の場合 

① ダンプトラックは、中心線を軸にして走行する。 

② 走行は、10㎞／ｈ以下の速度で行う。 

③ 走行後の轍の深さを 20ｍおきにＸ１、Ｘ４の個所において測定する。 

ただし、測定箇所間において轍の深さが極端に変異する箇所が存在する場合は、当該箇所を

プラス測点として設ける。 
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３ 路床支持力測定記録表の記載等 

(1) 路盤支持力測定記録表の記載方法 

各測定方法に応じた所定様式に測定値を記載し、平均値（Ｘ）を算出する。 

(2) 測定値の単位等 

各測定方法ごとの測定値の単位等は次のとおり。 

① 簡易球体落下ＣＢＲ器使用の場合 

単位は㎝とし、小数第１位を四捨五入して単位止めする。 

② コーンペネトロメータ使用の場合 

単位は㎏／㎠とし、小数第１位を四捨五入して単位止めする。 

③ ダンプトラック空車使用の場合 

単位は㎝とし、５㎝括約（二捨三入又は七捨八入）する 

(3) 路盤厚の決定 

求められた平均測定値（路盤厚）を該当欄に記入し、この値を下回らないよう測点別（20ｍごと）

の路盤厚を決定し、その延長と路盤厚を決定路盤厚欄に記入する。 

(4) その他の土質試験 

その他の土質試験は、100ｍ～300ｍごとに路床土を採取し、現地又は試験室等において所要の試

験を行って測定する。 

 

４ 路床現場含水比試験方法 

(1）試験用具 

① 容器（ルツボ、時計皿等）            ３個 

② 乾燥炉又はアルコール                    １個又は小ビン（適量） 

③ ハカリ（ヒョウ量 200ｇ、感量 0.05ｇ程度）     １台 

(2）試験方法 

① 容器の重量（ＴＷ）を測定する。 

② 試料 10～15ｇを容器に入れ、その重量（ＷＷ）を測定する。 

③  容器に入れた試料を 110℃で炉乾燥するか、容器に入れた試料にアルコールを注いで燃焼さ

せ、試料が一定重量になるまで乾燥させる。 

④ 一定重量になった資料と容器の重量（ＤＷ）を測定する。 

⑤ 測定したそれぞれの値を用いて次の式により含水比を求める。 

               
ＷＷ－ＤＷ

ＤＷ－ＴＷ ×100＝含水比 ％                
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